
●　一般会計の予算案　　

今回補正額 　９億７，４５５万２千円

補正後予算総額 ２１０億２，４３９万１千円

前年度同期予算総額 ２０４億７，４１５万６千円

比較 ５億５，０２３万５千円

（２．７％）

　

●　特別会計・企業会計の予算案（今回補正分） （単位：千円）

備　　考

２号

２号

３号
款 項 の
区 分 等
の 補 正

３号

3,895  321,715  

935,040  1,073,629  松浦魚市場

平成２８年度　松浦市一般会計補正予算（第６号）案

今回補正額 補正後予算総額特別会計名称

3,941,247  

0  

国民健康保険

簡易水道事業

福島診療所事業

8,781  

319,642  

―　１　―



一般会計予算概要

（１）歳　入

今回補正額 補正後の額 ２７年度 増減額 伸  率

70,000 3,256,977 3,103,237 153,740 5.0 

市民税 70,000 842,190 784,591 57,599 7.3 

固定資産税 0 2,175,884 2,093,398 82,486 3.9 

軽自動車税 0 79,282 66,564 12,718 19.1 

市たばこ税 0 159,000 158,000 1,000 0.6 

都市計画税 0 1 1 0 0.0 

入湯税 0 620 683 △ 63 △ 9.2 

0 178,300 205,200 △ 26,900 △ 13.1 

0 3,300 4,100 △ 800 △ 19.5 

0 11,500 6,000 5,500 91.7 

0 7,400 2,700 4,700 174.1 

0 397,400 275,300 122,100 44.4 

0 13,300 12,100 1,200 9.9 

0 5,800 5,600 200 3.6 

0 5,845,334 6,175,448 △ 330,114 △ 5.3 

0 2,500 3,000 △ 500 △ 16.7 

6,300 176,032 181,780 △ 5,748 △ 3.2 

0 332,566 332,645 △ 79 0.0 

184,392 3,248,374 2,994,200 254,174 8.5 

585,874 2,316,449 1,512,484 803,965 53.2 

27,357 177,246 81,866 95,380 116.5 

420 612,233 209,844 402,389 191.8 

14,888 1,515,490 1,201,370 314,120 26.1 

0 524,718 222,289 302,429 136.1 

3,521 180,172 182,793 △ 2,621 △ 1.4 

81,800 2,219,300 3,762,200 △ 1,542,900 △ 41.0 

974,552 21,024,391 20,474,156 550,235 2.7 

（単位：千円、％）

13．国庫支出金

14．県支出金

15．財産収入

９．地方交付税

10．交通安全対策特別交付金

11．分担金及び負担金

12．使用料及び手数料

20．市債

歳　　入　　合　　計

16．寄附金

17．繰入金

18．繰越金

19．諸収入

―　２　―

予　　算　　科　　目

１．市税

２．地方譲与税

３．利子割交付金

４．配当割交付金                            

５．株式譲渡所得割交付金                    

６．地方消費税交付金

７．自動車取得税交付金

８．地方特例交付金



一般会計予算概要

（２）性質別歳出

予　　算　　科　　目 今回補正額 補正後の額 ２７年度 増減額 伸  率

１．人件費 △ 1,734 2,970,199 2,992,078 △21,879 △0.7 

２．物件費 36,516 2,604,062 2,426,589 177,473 7.3 

３．維持補修費 0 17,367 17,903 △536 △3.0 

４．扶助費 99,284 3,716,835 3,468,286 248,549 7.2 

５．補助費等 248,418 3,425,538 2,856,496 569,042 19.9 

６．普通建設事業費 485,528 3,364,830 4,429,618 △1,064,788 △24.0 

（補助事業費） 480,726 1,883,016 1,704,989 178,027 10.4 

（単独事業費） 4,802 1,481,814 2,724,629 △1,242,815 △45.6 

７．災害復旧事業費 101,800 314,255 125,290 188,965 150.8 

８．失業対策費 0 0 0 0 

９．公債費 △ 52,018 2,081,289 2,171,944 △90,655 △4.2 

10．積立金 62,609 1,141,607 559,607 582,000 104.0 

11．投資及び出資金 0 0 0 0 

12．貸付金 0 79,050 75,527 3,523 4.7 

13．繰出金 △ 5,851 1,294,359 1,335,818 △41,459 △3.1 

14．予備費 0 15,000 15,000 0 0.0 

歳　　出　　合　　計 974,552 21,024,391 20,474,156 550,235 2.7 

―　３　―

（単位：千円、％）



一般会計予算概要

（３）目的別歳出

予　　算　　科　　目 今回補正額 補正後の額 ２７年度 増減額 伸  率

１．議会費 0 176,615 191,688 △15,073 △7.9 

２．総務費 76,043 3,392,566 2,478,873 913,693 36.9 

３．民生費 202,455 6,004,954 5,573,168 431,786 7.7 

４．衛生費 3,874 1,754,192 1,726,782 27,410 1.6 

５．労働費 124 12,843 19,670 △6,827 △34.7 

６．農林水産業費 141,889 1,601,281 1,385,659 215,622 15.6 

７．商工費 3,159 1,097,819 755,274 342,545 45.4 

８．土木費 120,585 1,617,424 2,124,471 △507,047 △23.9 

９．消防費 399,516 1,020,770 1,617,829 △597,059 △36.9 

10．教育費 △ 22,875 1,912,697 2,269,912 △357,215 △15.7 

11．災害復旧費 101,800 316,279 125,290 190,989 152.4 

12．公債費 △ 52,018 2,081,289 2,171,944 △90,655 △4.2 

13．諸支出金 0 20,662 18,596 2,066 11.1 

14．予備費 0 15,000 15,000 0 0.0 

歳　　出　　合　　計 974,552 21,024,391 20,474,156 550,235 2.7 

―　４　―

（単位：千円、％）



●　事業の主なもの

事　　　業　　　名 金額（千円）

＊表中、太字は新規事業

（松浦魚市場事業特別会計）
魚市場施設再整備事業

935,040  

　国の平成２８年度補正予算によって新設された水産物輸出拡
大施設整備事業を活用し、魚市場施設を再整備する。
　主な事業内容
　・仕向け作業場設計及び新築工事
　・魚体選別機購入

―　５　―

社会資本整備総合交付金事業
（市道改良等）

79,216   

　国の補正予算に伴うもので、社会資本整備総合交付金対象事
業の進捗を図る。
　市道西木場女山線改良事業、通学路安全対策事業、市道舗装
補修事業を実施する。

原子力災害対策施設整備事業 398,000  

農地農業用施設災害復旧費

長崎県畜産クラスター構築事業
費補助金

120,594  
　国の補正予算に伴うもので、畜産農家が実施する牛舎、堆肥舎
建設事業への補助を行い、飼養管理の省力化をすることで、農
家の労力軽減及び経営の安定化を図る。

県営農村地域防災減災事業負担
金

12,000   
　国の補正予算に伴うもので、福島地区のため池（２箇所）にかか
る県営防災減災事業への地元負担金

95,000   

　９月２７～２８日にかけての豪雨により被災した農地農業用施設
の災害復旧事業
　農地２４箇所　農業用施設１１箇所

　国の補正予算に伴うもので、原子力災害時、悪天候により島外
に避難できない飛島地区住民等が、一時的に避難する放射能防
護機能を有した施設を整備する。

新水産業収益性向上・活性化支
援事業費補助金

6,000    
　経営改善に取り組む意欲のある漁業者の経営改善達成に寄与
する機器等の導入を支援する。
　トラフグの養殖いけす（３基）の導入

内　　　　容　　　　等

保育対策総合支援事業費補助金 8,400
　保育所等におけるＩＣＴ化を推進し、保育士の業務負担軽減を
図るとともに、ビデオカメラを導入し保育所内での事故防止に向
けた体制強化を図る。

臨時福祉給付金支給事業 98,428   

　国の補正予算に伴う経済対策臨時福祉給付金
　平成２８年度分の住民税の均等割が課税されていない方が対
象となる。ただし、平成２８年度分の住民税の均等割が課税され
ている方の扶養親族となっている場合や、生活保護制度の被保
護者となっている場合などは支給の対象外となる。


